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３．資本構成 

新会社の資本は、協議開始時点と同様、日本ヒュームとＮＪＳで出資する予定です。 

日本ヒューム株式会社       株式会社ＮＪＳ 

        出資             出資 

   

          新会社（合弁会社） 

        〔インフラソリューション事業〕 

〔再生可能エネルギー事業〕 

〔脱炭素マテリアル事業〕 

 

４．今後の見通し 

  新会社の活動開始は本年11月を目指してまいりましたが、取り組み内容の具現化について更に協

議を進めるものとし、以下のとおり予定を変更致します。 

(1) 新会社の活動開始を2022年２月と致します。 

(2) 本件が連結業績へ与える影響は軽微です。 

以上 

  


